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仕事と家庭の両立支援の取組が優秀な法人６社を次世代法に基づく   
プラチナくるみん企業・くるみんプラス企業・くるみん企業として認定し
ました！！ 

熊本労働局（局長 金成 真一）は、次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）に基づき、

株式会社 ＳＥＮＳＴＹＬＥ（熊本市）を「プラチナくるみん認定企業」として、株式会社 八方建設

（菊池市）を「くるみんプラス認定企業」として、株式会社 明和不動産（熊本市）、株式会社 Ｓａｎ

ｄＫ（熊本市）、株式会社 前田産業（熊本市）、株式会社 三計テクノス（熊本市）を「くるみん認定

企業」として、認定いたしました。県内におけるプラチナくるみん認定は５社目、くるみん認定は４１社

目（うち、プラス認定は２社）、となります。 

つきましては、以下のとおり認定通知書交付式を行うこととしております。 

 

次世代法に基づく認定通知書交付式 
 
 １ 日 時  令和７年７月２２日（火） 午前１０時００分～ 

 

 

 ２ 会 場  熊本労働局 １０階 大会議室  

（熊本市西区春日２丁目１０－１熊本地方合同庁舎Ａ棟） 

 

 

 ３ 内 容  局長あいさつ 

        認定通知書の交付 等 

 
 

※当日、取材でお越しの際は、事前に当室までご一報いただきますと幸いです。 

【参考資料】      

１ 認定企業各社の仕事と家庭の両立支援の状況 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定制度の概要 

 ３ くるみん認定、プラチナくるみん認定基準等について 

４ 熊本県内における次世代法に基づく「くるみん」認定状況(令和７年６月１６日現在) 

 

Press Release 
 

令和７年６月１９日 

［照会先］ 

熊本労働局雇用環境・均等室 

室 長                 狭間 美恵 

室 長 補 佐                 福嶋 沙知絵 

雇用環境改善・均等推進指導官   岡部 久美 

（電話番号） ０９６－３５２－３８６５ 

くるみんマーク 

☆の数はこれまで認定を  
受けた回数を表します。 



                   

株式会社 ＳＥＮＳＴＹＬＥ の両立支援の状況 

本  社：熊本県熊本市 

従業員数：１２４人    

業  種：介護事業 

※令和７年２月１３日現在 

 

 

       認定日：令和７年４月１７日 

１ 行動計画で定めた目標 

   

計画期間内に育児目的休暇を１人以上使用する 

   

【具体的な対策】 

・管理者研修の中で、管理職に対し育児目的休暇制度について研修を実施

した。更に、社員用ホームページに育児目的休暇制度の説明資料を掲載、

社内メールにより全職員に対し制度について案内、利用を勧奨した。また、

管理職会議の中で、随時、制度利用した職員を確認し利用実績について情

報共有を行った。 

以上の取組みの結果、計画期間内に育児目的休暇を利用した労働者は

14 名となり、目標を達成した。 

       

２ 計画期間内の男性の育児休業取得率            100％ 

 

３ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした 

   所定外労働の制限 及び 短時間勤務制度 

 を講じていること。 

 

４ 計画期間終了事業年度における労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働

及び休日労働の合計時間数が各月全て 45 時間未満であること。 

 

５ 女性の就業継続について、子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日

まで継続して在職している者の割合             100％ 

 

６ 計画期間中に若手職員向けのキャリア形成支援のための研修を定期的に実

施し、女性の管理職の占める割合が 38.46％から 45.45％へと増加している。 

資料１ 



                   

株式会社 八方建設 の両立支援の状況 

本  社：熊本県菊池市 

従業員数：４９人   

業  種：建設業 

※令和７年３月２５日現在 

 

       認定日：令和７年５月８日 

１ 行動計画で定めた目標 

   

目標１ 計画期間内に、育児休業の取得率を次の水準にする 

 男性社員：育児休業を必要とする社員に関して取得率を 100％にすること 

   

目標２ 全職員の年次有給休暇の取得日数を一人当たり平均年間 7日以上とする 

目標３ 各現場単位での４週８休の達成 

 

【具体的な対策】 

・各現場における休業者の業務カバー体制を検討、管理職による子が出生

した男性労働者へ育児休業取得の促進、社内クラウドによる掲示、社員へ

の周知を行い、育児休業を取得しやすい環境づくりに努めた。 

・毎月各現場の管理者が年次有給休暇取得の達成率を報告することで意識

付けを行った。また、各現場で班全員の年次有給休暇取得日数を把握し、

休暇取得への促進を図った。 

・各現場で班全員の勤務状況を把握し、4週 8休に基づいた工事計画を立

てた。毎月各現場の管理者が達成率を報告して表彰、表彰金を支給するこ

とで意識付けを行った。 

以上の取組みの結果、男性社員の育休取得率が 133％、年次有給休暇取

得日数が平均年間 7日以上、各現場において 4週 8休が達成され、目標を

達成した。 

       

２ 計画期間内の男性職員の育児休業等取得率           133％ 

 

３ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした 

   短時間勤務制度 

 を講じていること。 

 

４ 計画期間終了事業年度における労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働

及び休日労働の合計時間数が各月全て 45 時間未満であること。 

 

５ 不妊治療と仕事との両立に関する休暇制度及び短時間勤務制度を制定し、社

内の理解促進のための講習会等を実施した。 

 



                   

株式会社 明和不動産 の両立支援の状況 

本  社：熊本県熊本市 

従業員数：３８６人   

業  種：不動産取引業 

※令和７年２月１４日現在 

 

 

       認定日：令和７年４月１７日 

１ 行動計画で定めた目標 

   

男性社員の育休および育児目的の休暇取得を促進し、あわせて取得率４０％

を目指す 

   

【具体的な対策】 

・男性の育休取得状況を確認し、会社独自の育児を目的とした休暇制度を

導入。育休や育児目的休暇、社内の両立支援制度をまとめ、社内イントラ

ネット等で男性を含めた全社員に周知し制度利用を促した。また、子が生

まれる（又は生まれた）男性社員に対し、個別に制度の案内を行い積極的

な育休や育児目的休暇の取得を促した。 

以上の取組みの結果、男性社員の育休取得率が令和２年度においては

０％だったものが、計画期間の５年間において、育休及び育児目的休暇取

得率が 61％となり、目標を達成した。 

       

２ 計画期間内の男性職員の育児休業等取得率           61％ 

 

３ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした 

   短時間勤務制度 

 を講じていること。 

 

４ 計画期間終了事業年度における労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働

及び休日労働の合計時間数が各月全て 45 時間未満であること。 



                   

株式会社 ＳａｎｄＫ の両立支援の状況 

本  社：熊本県熊本市 

従業員数：１６６人    

業  種：介護事業 

※令和７年３月３１日現在 

 

 

       認定日：令和７年６月５日 

１ 行動計画で定めた目標 

   

計画期間内に育児目的休暇を１人以上使用する 

   

【具体的な対策】 

・管理者研修の中で、管理職に対し育児目的休暇制度について研修を実施

した。更に、社員用ホームページに育児目的休暇制度の説明資料を掲載、

社内メールにより全職員に対し制度について案内、利用を勧奨した。また、

管理職会議の中で、随時、制度利用した職員を確認し利用実績について情

報共有を行った。 

以上の取組みの結果、計画期間内に育児目的休暇を利用した労働者は

13 名となり、目標を達成した。 

       

２ 計画期間内の男性の育児休業取得率              133％ 

 

３ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした 

   所定外労働の制限 及び 短時間勤務制度 

 を講じていること。 

 

４ 計画期間終了事業年度における労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働

及び休日労働の合計時間数が各月全て 45 時間未満であること。 

 



                   

株式会社 前田産業 の両立支援の状況 

本  社：熊本県熊本市 

従業員数：２２０人    

業  種：総合解体工事業 

※令和７年５月２３日現在 

 

 

       認定日：令和７年６月１０日 

１ 行動計画で定めた目標 

   

目標１ 育児休業期間中の代替要員の確保や業務内容、業務体制の見直しを図る 

目標２ 年次有給休暇の取得を推進し、メリハリある働き方の実現を目指す 

   

【具体的な対策】 

・業務の洗い出しを行い、業務全体の可視化を行うことによって業務の効

率化を図った。更にジョブローテーションを行い、社員のスキルアップや

知識の充実を図った。 

・年次有給休暇の取得状況について実態を把握し、計画的な取得に向け社

員への周知を図った。 

以上の取組みの結果、お互いの仕事をカバーできる体制や組織風土作り

を図り、年次有給休暇の取得については、取得の進まない社員へ取得をメ

ールで勧奨する等して促進に努めた。よって、目標を達成した。 

 

       

２ 計画期間内の男性の育児休業取得率              53％ 

 

３ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした 

   所定外労働の制限 及び 短時間勤務制度 

 を講じていること。 

 

４ 計画期間終了事業年度における労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働

及び休日労働の合計時間数が各月全て 45 時間未満であること。 

 



                   

株式会社 三計テクノス の両立支援の状況 

本  社：熊本県熊本市 

従業員数：４０人    

業  種：計量証明事業 

※令和７年６月４日現在 

 

       認定日：令和７年６月１６日 

１ 行動計画で定めた目標 

   

目標１ 計画期間内に、育児休業の取得率を次の水準以上にする 

   男性社員：取得率を６％以上にすること 

   女性社員：取得率を 80％以上にすること 

 

目標２ 小学校入学前までの子を持つ社員の短時間勤務制度を導入する 

目標３ 令和４年４月までに、所定外労働を削減するため、ノー残業デーを設

定、実施する 

   

【具体的な対策】 

・管理職を対象とした研修を実施し、対象社員を把握した場合は制度を周

知した。 

・社員のニーズを把握したうえで小学校入学前までの子を持つ社員が利用

できる短時間勤務制度導入を図った。 

・社員アンケートや各部署において問題点の検討を行う等し、ノー残業デ

ーの運用規程を策定した。 

以上の取組みの結果、男性社員の育休取得率 50％、女性社員の育休取得

率 100％、短時間勤務制度を導入し社内で周知、毎週水曜日にノー残業デ

ーを設定し実施した。よって、目標を達成した。 

 

２ 計画期間内の男性の育児休業取得率              50％ 

 

３ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした 

   所定外労働の制限 及び 短時間勤務制度 並びに 始業・終業時刻 

  の繰上げ又は繰下げの制度 を講じていること。 

 

４ 計画期間終了事業年度における労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働

及び休日労働の合計時間数が各月全て 45 時間未満であること。 

 



次世代育成支援対策推進法に基づく認定制度の概要 

【トライくるみん認定】 

                            次世代育成支援対策推進法に基づき「一般事業主行動計画」を策定 
し、その行動計画に定めた目標を達成するなどの一定の要件を満た
した場合、「子育てサポート企業」として厚生労働大臣の認定を受け
ることができます。認定を受けるためには、９項目の認定基準を全て
満たす必要があります。 

 

 【 く る み ん 認 定 】       

次世代育成支援対策推進法に基づき「一般事業主行動計画」を策定 
し、その行動計画に定めた目標を達成するなどの一定の要件を満た
した場合、「子育てサポート企業」として厚生労働大臣の認定を浮け
ることができます。認定を受けるためには、９項目の認定基準を全て
満たす必要があります。 

 

【プラチナくるみん認定】           

すでに「子育てサポート企業」として「くるみん」認定を受けた企 
業のうち、より高い水準の仕事と子育ての両立支援の取組を行った
企業を厚生労働大臣が認定する制度です。認定を受けるためには、11 
項目の認定基準を全て満たす必要があります。 

 
 

【 プ ラ ス 認 定 】               

トライくるみん、くるみん、プラチナくるみんの一類型として、
不妊治療と仕事を両立しやすい職場環境整備に取り組む企業が一
定の要件を満たした場合、「プラス」認定を受けることができます。
認定を受けるためには、くるみん等の認定基準を満たした上で、４
項目の認定基準を全て満たす必要があります。 

 
 

 

 

 

 

 

R 次世代育成支援対策推援に関する情報を検索できます。  
 

「両立支援のひろば」 
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画及び次世代育成支援に 

関する取組を公表するためのウェブサイトです。 
各社の取組状況や両立支援に関する情報を検索できます。 
https://ryouritsu.mhlw.go.jp/ 
 

 

資料２ 
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番号 企業名 所在地 認定年

1 医療法人社団仁誠会 熊本市 2015年

2 医療法人潤心会 大津町 2018年

3 株式会社肥後銀行 熊本市 2019年

4 ソフトウエアビジョン株式会社 熊本市 2023年

5 株式会社ＳＥＮＳＴＹＬＥ 熊本市 2025年

次世代育成支援対策推進法に基づく「プラチナくるみん」認定企業一覧（熊本県）

資料4



　　　　　　　　　あ

更新日：令和7年6月16日

番号 企業名 所在地 認定年 認定回数

1 菊池地域農業協同組合 菊池市 2008年 1

2 医療法人社団　坂梨会 阿蘇市 2008年 1

3 株式会社　イノス 熊本市 2009年 1

4 医療法人社団　仁誠会 熊本市 2011年 1

5 医療法人　春水会 山鹿市 2011年 1

6 ホテル日航熊本くまもと新世紀株式会社 熊本市 2011年 1

7 国立大学法人　熊本大学 熊本市 2013年・2015年 2

8 株式会社　ヒライ 熊本市 2013年 1

9 社会福祉法人　リデルライトホーム 熊本市 2013年 1

10 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社 菊陽町 2007年・2013年・2015年 3

11 社会医療法人　潤心会 菊陽町 2014年 1

12 株式会社　九州ソフタス 熊本市 2014年 1

13 社会福祉法人　広友会 菊池市 2014年 1

14 トッパン・フォームズ西日本株式会社 玉名市 2014年 1

15 株式会社　永誠会 熊本市 2015年 1

16 東京エレクトロン九州株式会社 合志市 2015年 1

17 株式会社　中九州クボタ 大津町 2015年 1

18 株式会社　肥後銀行 熊本市 2017年 1

19 熊本中央信用金庫 熊本市 2018年 1

20 株式会社　SYSKEN 熊本市 2018年 1

21 株式会社　再春館製薬所 益城町 2018年 1

22 株式会社　十八測量設計 熊本市 2020年・2022年 2

23 ソフトウエアビジョン株式会社 熊本市 2021年 1

24 株式会社　ナトーハイシステムズ 熊本市 2022年 1

25 株式会社　ライフジャパン 熊本市 2022年 1

26 株式会社　SENSTYLE 熊本市 2023年 1

27 株式会社　ISIGN 熊本市 2023年 1

28 西田鉃工株式会社 宇土市 2023年 1

29 株式会社　フクマツ 芦北町 2023年 1

30 医療法人　野尻会 熊本市 2023年 1

31 株式会社　天水総合カンパニー 玉名市 2023年 1

32 医療法人　佐藤会 熊本市 2024年 1

33 白鷺電気工業株式会社 熊本市 2024年（プラス認定） 1

34 株式会社　エレテック 熊本市 2024年 1

35 新産住拓株式会社 熊本市 2025年 1

36 株式会社　旭技研コンサルタント 熊本市 2025年 1

37 株式会社　明和不動産 熊本市 2025年 1

38 株式会社　八方建設 菊池市 2025年（プラス認定） 1

39 株式会社　ＳａｎｄＫ 熊本市 2025年 1

40 株式会社　前田産業 熊本市 2025年 1

41 株式会社　三計テクノス 熊本市 2025年 1

次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定企業一覧（熊本県）


